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はじめに
第５回（就業規則）：平成10年の法改正を素材に

　第６回（解雇規制）：本年６月に成立した法改正（来年１月１日施行）を素材に

　第７回（契約期間・労働条件の明示）：平成10年と本年の法改正を素材に

　　→講義テーマの二項目はいずれも、非正規労働者の雇用保障が法改正の動因

　　　　その意味で共通点もあるが、正社員にも関連するし内容も別問題なので、二分

＊本日（前半）の講義テーマ：有期労働契約の更新拒絶

１．具体例から（［資料１］参照）

　1.事案・最高裁判決：この論点についてのリーディングケース

　2.論点：形式的には有期労働契約の期間満了であるが、実質的には解雇

　3.背景：多様な雇用形態

　　　　　　cf.日経連『新時代の「日本的経営」』（1995年）

２．契約期間についての法規定（［資料２］参照）
　1.1999年法改正以前

　　1)法規定　　：有期の上限は１年　cf.民法626条：５年経過による解除権

　　2)立法趣旨　：労働者の職業選択の自由　cf.憲法22条、民法627条

　2.1999年法改正

　　1)改正法規定：３年の例外規定、但し限定

　　2)改正趣旨　：柔軟な雇用・高齢者（［資料３］参照）

　3.2003年法改正

　　1)改正法規定：１年→３年、但し、１年経過後に解約可能

　　　　　　　　　３年→５年、限定の緩和

　　　　　　　　　締結・更新・雇止めに関する基準の作成

　　2)改正趣旨　：（［資料４］参照）

　　3)評価・検討：有期労働契約の拡大、雇用保障の不十分性

３．有期労働契約の更新拒絶

　　1)契約期間にかかわっての最大の課題

→2003年法改正では、基準の設定、まで進んだが、本来の法規制は成立せず

→依然として裁判・法解釈に委ねられる

    2)諸見解

      　A)雇い止め

      　B)期間の定めのある契約だが、解雇法理を類推適用

      　C)期間の定めのない契約に転化

      　D)正当な理由のない限り、期間の定めある契約を締結できない

　  3)最高裁判決

   　　 　東芝柳町工場事件　最一小判　昭49. 7.22

　   　 　日立メディコ事件　最一小判　昭61.12. 4

　　    　神戸弘陵学園事件　最三小判　平 2. 6. 5

＜補足＞パートタイマーの労働条件保障

　　＊有期労働契約を締結している労働者の中でも特に問題となる形態がパート

　1.「パートタイマー」とは何か

　　1)ＩＬＯ１７５号条約

　　2)日本：疑似パート・期間の定め・比例原則が適用されない→「パート」という身分

　　3)アルバイト

　2.労基法の適用

　　1)基本的にはすべて適用される

　　2)パート法（「短時間労働者雇用管理改善法」1993年6月成立）

　3.パートタイマーと均等待遇

　cf.男女雇用平等での「均等待遇」

政府・最高裁は、労基法３条がパートには適用されないと解釈している

　　　　cf.丸子警報機事件　長野地上田支判　平8.3.15.

　4.期間の定めある労働契約の反復更新

cf.三洋パート事件　大阪地判　平3.10.22.　
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